
123

著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

相澤與一 「21世紀に向けての社会保障」に異
論あり

賃金と社会保障 1289/
90

2001.1 41～
47

社会的生活保障公的土台としての社
会保障論を

週刊社会保障 2127 2001.3 24～
27

生活の最低限保障と社会保険 週刊社会保障 2136 2001.5 24～
27

ナショナル・ミニマムとは何か 労働・社会運動の政策
戦略の一助として

賃金と社会保障 1299/
1300

2001.6 66～
76

福祉用語の深層　３自助 月刊ゆたかな
くらし

235 2001.9 ～

市場原理主義的な社会保障・社会福
祉「改革」政策の展開と到達

総合社会福祉
研究（総合社
会福祉研究
所）

19 2001.10 2～
10

社会政策学会会員研究業績一覧
（2001年１月～12月刊行分）

凡　　例

研究業績の表記法は，つぎのとおりです。

a 学会員の配列は，五十音順です。

s 単行の著書と編書，共編著書は，書名の前に＊印を付けてあります。それ以外の論文などは，

無印です。図書中の論文及び書評については，図書名に＊印をつけてあります。

d 図書や論文などは，著者（執筆者），標題，副標題，出版者（出版社または雑誌名など），巻

号，発行年月，頁数の順に掲載しました。なお，注記と件名は，記入がなかった例もあり，不

統一なので，ここでは省略しました。

f このリストは，学会員の申告によるもので，表記法を統一したほかには，業績リスト作成事

務局による学会員業績の取捨選択は，行なっておりません。

★　学会員の業績リストに関するお問い合わせは，下記宛にご連絡ください。

〒194-0298  東京都町田市相原町４３４２

法政大学大原社会問題研究所内，

社会政策学会業績リスト作成事務局

（責任者：早川征一郎）

（Tel.042-783-2307,Fax.042-783-2311）

（E-mail:oharains@mt.tama.hosei.ac.jp）
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

相澤與一 小泉「改革」による疑似「福祉国家」
破壊

労働総研クォ
ータリー（労
働運動総合研
究所）

44 2001.10 10～
16

青木宏之 日本における職務給の内発的動機 1950･60年代における鉄
鋼業の事例

明治大学大学
院経営学研究
論集

14 2001.2 51～
78

能力主義の国際比較（*『SSJ Data
Archive Research Paper Series―16』
所収）

Information Center for
Social Science Research
on Japan

Institute of
Social Science
University of
Tokyo

2001.3 1～
14

浅生卯一 職場の情報は共有されているか
（*上井喜彦・野村正實編著『日本企
業理論と現実』所収）

ミネルヴァ書房 2001.10 29～
53

タリエ・グローニング管理と共同決
定（*篠田武司編著『スウェーデン
の労働と産業』所収）（翻訳）

ボルボの「ＱＤＦ」チ
ーム制度の暫定的評価

学文社 2001.3 164～
175

浅野慎一 縫製業の中国人技能実習生・研修生
における日本語習得と社会諸関
係に関する実証研究（1）（［ ］岩
と共著）

神戸大学発達
科学部研究紀
要

8-2 2001.3 183～
210

ポストヒトゲノムの社会環境論 人間科学研究 8-2 2001.4 41～
50

縫製業の中国人技能実習生・研修生
における日本語習得と社会諸関
係に関する実証研究（2）（［ ］岩
と共著）

神戸大学発達
科学部研究紀
要

9-1 2001.9 167～
196

ポスト・ヒトゲノム時代の社会環境
研究

ノルド・レポ
ート

4 2001.10 80～
103

社会学から社会環境論へ 日本の科学者 407 2001.12 30～
35

書評：リリ川村著『日本社会とブラ
ジル人移民』

日本労働社会
学会年報（日
本労働社会学
会）

12 2001.11 220～
228

浅見和彦 生協労連の特質と組合規制 理論的含意にふれて 専修経済学論
集

35-3 2001.3 1～
39

生協労働組合の組織と運動の展開方
向（『生協労働運動の課題と展望』
（研究討論集会報告書）所収）

協同組合総合
研究所

2001.4 78～
87
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社会政策学会会員研究業績一覧

著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

天野寛子 *戦後日本の女性農業者の地位 男女平等の生活文化の
創造へ

ドメス出版 2001.1 410

荒川　繁 国際労働者協会と組織原則Ⅱ ジュネーブ大会とロー
ザンヌ大会

北海道教育大
学紀要

51-2 2001.2 145～
159

国際労働者協会と組織原則Ⅱ 1891年ロンドン協議会 釧路論集 33 2001.11 51～
85

国際労働者協会と組織原則Ⅱ ジュネーブ大会とロー
ザンヌ大会

北海道教育大
学紀要

52-1 2001.9 107～
115

安藤喜久雄 日本の高年齢者の仕事と生活
（*『現代社会福祉業の理論と実践－
原田信一教授古希記念論文集』所収）

みづほ出版部 2001.3 208～
227

飯田　鼎
*福澤諭吉研究 福澤諭吉と幕末維新の

群像
御茶の水書房 2001.7 xx，

439

池田　信 *社会政策論の転換 本質－必然主義から戦
略－関係主義へ

ミネルヴァ書
房

2001.7 210

石井　徹 「ＩＴ革命」によるアメリカ労働市
場の変容（*現代日本経済研究会編
『日本経済の現状2001年版』所収）

学文社 2001.4 91～
123

石井まこと 地域労働運動の形成・衰退・可能性 大分県労働運動の特徴
と別府・杉乃井ホテル
の経営破綻

労働の科学 56-9 2001 543～
547

石田光男 労働研究の方法的伝統　上 意義と限界 評論・社会科
学 （ 同 志 社
大）

64 2001.1 81～
107

労働組合への期待 IMF-JC 262 2001.2 26～
27

人事改革の到達点（*京都府雇用安
定・創出対策協議会編『京都府の雇
用開発』所収）

1990年代の日本 京都府 2001.3 67～
77

普通の人の安心づくり 労組の気概を問う ひろばユニオ
ン

471 2001.5 30～
33

国際シンポジウム　日本的労働組合
運動の新展開

産政研フォー
ラム

52 2001.11 70～
86

労働研究の方法的伝統　下 意義と限界 評論・社会科
学

67 2001.12 35～
64

書評：佐藤厚著『ホワイトカラーの
世界』

日本労働研究
雑誌（日本労
働研究機構）

495 2001.10 71～
73
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

泉谷眞実 青森県における就業構造の特質と
1990年代の変化（*『大不況下にお
ける地域経済と農村進出企業の類型
論的研究』所収）

平成12年度科学研究費
補助金研究成果報告書

弘前大学農学
生命科学部

2001.3 65～
83

東北農業・農村と農村進出企業の動
向（*『大不況下における地域経済
と農村進出企業の類型論的研究』所
収）（玉真之介，兼田繁と共著）

山形県最上郡金山町の
事例分析　平成12年度
科学研究費補助金研究
成果報告書

弘前大学農学
生命科学部

2001.3 65～
83

浪費型市場構造の転換（*中嶋信他
編著『21世紀食料・農業市場の展望』
所収）

筑波書房 2001.6 91～
107

東北・平場水田地帯における農家世
帯員の就業行動と経営継承問題

山形県・余目町を対象
として

東北農業経済
研究（東北農
業経済学会）

19-2
（39）

2001.9 27～
36

伊藤　純 *生活時間と生活意識（伊藤セツ・
天野寛子・李基栄と共編）

東京・ソウルのサラリ
ーマン夫妻の調査から

光生館 2001.1 51～
66

高齢者保健福祉ジェンダー統計の有
効性　上（伊藤セツと共著）

学苑（昭和女
子大）

733 2001.7 77～
89

介護保険制度下における「介護家事
労働」の社会化と生活福祉経営（伊
藤セツと共著）

日本家政学会
誌

52-11 2001.11 15～
22

日本の障害者雇用における男女差の
検討（中野純子・伊藤セツと共著）

労働省「平成10年度障
害者雇用実態調査」を
中心に

学苑（昭和女
子大）

737 2001.12 101～
114

伊藤セツ *生活時間と生活意識（天野寛子・
李基栄と共編）

東京・ソウルのサラリ
ーマン夫妻の調査から

光生館 2001.1 ix，
154

生活自立の拡大（*社会福祉士養成
講座編集委員会編『介護概論』所
収）

中央法規 2001.3 129～
136

社会政策とジェンダー統計（*学術
会議叢書３『男女共同参画社会－キ
ーワードはジェンダー』所収）

日本学術振興
会

2001.3 21～
28

社会主義女性解放論の旗手（*川合
節子・野口薫・山下公子編『ドイツ
女性の歩み』所収）

クララ・ツェトキン 三修社 2001.5 291～
305

家族の中の女性と男性（翻訳）（*国
連＝日本統計協会訳『世界の女性
2000－動向と統計』所収）

日本統計協会 2001.6 33～
78

国連発行の3冊のジェンダー統計集
にみる家族・世帯の扱いの変遷

女性文化研究
所紀要（昭和
女子大学）

27 2001.3 51～
61
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社会政策学会会員研究業績一覧

著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

伊藤セツ 世界のジェンダー統計 『世界の女性2000』と
IAOSのジェンダー統
計セッション

統計（日本統
計協会）

52-5 2001.5 1～6

高齢者保健福祉ジェンダー統計の有
効性　上（伊藤純と共著）

学苑（昭和女
子大）

733 2001.7 77～
89

マイノリティ・ジェンダー統計は可
能か

部落解放研究 141 2001.8 62～
75

繭・米「生産費」調査統計への女性
労働の反映（伊東瑞恵，粕谷美砂子
と共著）

日本家政学会
誌

52-9 2001.9 13～
21

介護保険制度下における「介護家事
労働」の社会化と生活福祉経営（伊
藤純と共著）

日本家政学会
誌

52-11 2001.11 15～
22

日本の障害者雇用における男女差の
検討（中野純子，伊藤純と共著）

労働省「平成10年度障
害者雇用実態調査」を
中心に

学苑（昭和女
子大）

737 2001.12 101～
114

福祉ミックス時代の生活経営 生活経営学研
究

36 2001.3 51～
61

伊藤正純 高失業状態と労働市場政策の変化
（*篠田武司編『スウェーデンの労働
と産業』所収）

学文社 2001.3 199～
230

リカレント教育の確立を（*森岡孝
二他編『21世紀の経済社会を構想す
る』所収）

教育と労働との交替性
の回復のために

桜井書店 2001.5 157～
167

スウェーデンの環境政策 「持続可能な社会」の
創造のために

研究紀要（桃
山学院大学教
育研究所）

10 2001.3 35～
63

高卒者の三つの進路 進学・就職・無業 ＱＵＥＳＴ 13 2001.5 17～
24

今井けい　山川菊栄（*細谷千博，イアン・ニ
ッシュ監修『日英交流史 1600-2000 5
社会・文化』所収）

女性運動史上の日英関
係断章

東京大学出版
会

2001.8 130～
149

国情（*『海外・人づくりハンドブ
ック米国編』所収）

海外職業訓練
協会

2001.2 10～
70

上西充子 フリーターをめぐる３つの論点 日本労働研究
雑誌（日本労
働研究機構）

490 2001.5 76～
81

フリーターからの離脱（*日本労働
研究機構編『大都市の若者の就業行
動と意識』所収）

日本労働研究
機構

2001.10 102～
130
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

上村泰裕 アジア諸国の社会政策（*末廣昭・
小森田秋夫編『自由化・経済危機・
社会再構築の国際比較』所収）

論点と研究課題 東京大学社会
科学研究所

2001.12 89～
99

埋橋孝文 社会保障の国際比較 日韓比較 社会政策学会
誌

5 2001.3 195～
198

福祉国家戦略と社会保障制度の再設
計

論点の整理を兼ねて 社会政策学会
誌

6 2001.10 129～
140

グローバリゼーションと各国の適応
戦略

Intl'ecowk
（国際経済労
働研究所）

912 2001.8 4～5

アジアの社会保障の現在 統計（日本統
計協会）

2001.9 27～
34

『失われた10年』と日本モデルの変
容

市政研究（大
阪市政調査
会）

132 2001.7 18～
25

*Japan : Bidding Farewell to the
Welfare Society in Alcock, Pete. and
Gary Craig (eds.) International
Social Policy

Welfare Regimes in the
Developed World

Palgrave 2001.3 104～
123

浦坂純子 企業統治と雇用調整（野田知彦と共
著）

企業パネルデータに基
づく実証分析

日本労働研究
雑誌（日本労
働研究機構）

471 2001.3 52～
63

数学教育が人材をつくる（*西村和
雄編『「本当に生きる力」を与える
教育とは』所収）（西村和雄，平田
純一，八木匡と共著）

日本経済新聞
社

2001.7 39～
59

高齢者福祉サービスにおける自治体
間格差と現金給付（*岩本康志編
『社会福祉と家族の経済学』所収）
（大日康史と共著）

東洋経済新報
社

2001.12 163～
181

江頭寛昭 ’90年代後半の金型製造業の状況 中小企業季報
（大阪経済大
学中小企業・
経営研究所）

2000-
4

2001.1 1～7

金型作りからみた韓国，台湾そして
日本

プラスチック金型製造
業のケース

産業能率（大
阪能率協会）

534 2001.9 13～
18

韓国，台湾におけるプラスチック金
型産業の現況

産開研論集
（大阪府立産
業開発研究
所）

14 2001.12 1～
12
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社会政策学会会員研究業績一覧

著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

海老一郎 505人の聞き取り調査から（*阪南自
治体労働行政協議会編『高年齢者の
雇用の“いま”と“これから”』所
収）

求職者の実態 阪南自治体労
働行政協議会

2001.3 52～
80

江本　淳 高齢者医療構造改革のあるべき姿
（*芝田英昭編著『福祉国家崩壊から
再生への道』所収）

是正されるべき構造は
何か

あけび書房 2001.7 140～
174

江里口拓 ウェッブにおける社会進化とコレク
ティヴィズム

世紀転換期イギリスに
おける福祉社会の構想

社会福祉研究
（愛知県立大
学文学部社会
福祉学科）

3-1 2001.7 1～
14

イギリス福祉政策思想史 20世紀初頭における貧
困・失業をめぐる諸思
想

経済学史学会
年報（経済学
史学会）

40 2001.9 13～
23

遠藤公嗣 人事査定は公正か（*野村正實・上
井喜彦編『日本企業：理論と現実』
所収）

ミネルヴァ書
房

2001.10 3～
27

大黒　聰 行政の施策と下北沢（*佐々木隆
爾・藤井史朗・世田谷自治問題研究
所編『大都市の卸・小売業の現在と
未来』所収）

こうち書房 2001.2 111～
121

仲見世再開発と地域生活（*佐々木
隆爾編『三軒茶屋駅周辺地区商業集
積の分析』所収）

こうち書房 2001.3 77～
90

きびすを接して噴出する事業
（*佐々木隆爾・世田谷自治問題研究
所と共編『大都市のサブ・センター
の変容と再生の可能性』所収）

こうち書房 2001.10 125～
142

ＩＴ革命は何をもたらすか 「ＩＴ」問題の総合的
理解のために

東京研究（東
信堂）

5 2001.11 103～
121

仲見世再開発と商店街・行政，そし
て大企業（*佐々木隆爾・世田谷自
治問題研究所と共編『大都市のサ
ブ・センターの変容と再生の可能
性』所収）

こうち書房 2001.10 98～
118

大重光太郎 書評：小野塚知二著『クラフト的規
制の起源－19世紀イギリス機械産
業』

日本労働社会
学会年報（日
本労働社会学
会）

12 2001.11 229～
236

ドイツ化学産業における事業所レベ
ルの労使関係の実態と機能

ドイツ学研究
（独協大）

46 2001.9 81～
145
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

大須眞治 今日における日本の効率的な生産シ
ステムについて（*シンポジウム研
究叢書編集委員会編『日本型企業社
会の行方』所収）

「地域労働市場」視点
での接近の試

中央大学出版
部

2001.8 93～
125

格差と貧困 労働総研クォ
ータリー（労
働運動総合研
究所）

43 2001.6 23～
29

緊急地域雇用交付金事業の継続を 労働運動（新
日本出版）

443 2001.8 124～
132

小泉「構造改革」と建設労働者の雇
用と就労の確保

建設政策（建
設政策研究
所）

80 2001.11 2～5

大谷　強 福祉から社会サービスへ 介護保険この１年 政策資料（大
阪地方自治研
究センター）

51 2001.4 1～
78

障害者福祉における平等保障（*社
会保障法学会編『講座社会保障法
第３巻』所収）

社会福祉サービス法 法律文化社 2001.10 211～
237

介護保険における介護報酬の決定方
法と水準

からだの科学
（ 臨 時 増 刊
総点検！介護
保険（日本評
論社））

2001.11 108～
112

障害者サービスと介護保険 週刊社会保障 2159 2001.11 24～
27

日本における障害者権利法の夜明け 福祉労働（現
代書館）

93 2001.12 29～
36

大森真紀 *イギリス女性工場監督職の史的研
究

性差と階級 慶応義塾大学
出版会

2001.5 265

岡　伸一 アメリカの高齢者福祉政策 世界の労働
（日本 I L O協
会）

51-3 2001.3 26～
33

*社会福祉から人間福祉へ（高野陽
と共編著）

紀伊国屋書店 2001.4 228

国際社会保障論の構築をめざして 東洋英和女学
院大学人文社
会科学論集

18 2001.3 1～
20

自営業者・零細事業主の社会保障 週刊社会保障 55-
2156

2001.10 24～
27
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

岡　伸一 地域連合（EU）（*仲村優一・阿部
志朗・一番ヶ瀬康子編著『世界の社
会福祉年鑑2001』所収）

旬報社 2001.12 515～
528

小川政亮 女性と社会保障（*日本婦人団体連
合会編『女性白書2001』所収）

勝利の年とするために ほるぷ出版 2001.8 141～
1483

小越洋之助 ナショナル・ミニマムとは何かとい
うことと，日本における生活保護基
準の位置について

賃金と社会保
障

1305 2001.9
上旬

8～
25

貧困ライン・最低賃金制・リビング
ウェッジ

アメリカ・イギリスの
動向と日本の読み方

賃金と社会保
障

1311 2001.12
上旬

4～
23

小野沢あかね 女性史への視座（*大門正克と共編
『展望日本歴史21 民衆世界への問い
かけ』所収）

東京堂出版 2001.10 344～
347

垣内国光 子どもの援助と子育て支援（*長谷
川真人，神戸賢次，小川英彦編
『「子どもの権利条約」時代の児童福
祉３』所収）

児童福祉の事例研究 ミネルヴァ書
房

2001.5 151～
153､

241～
242

小泉内閣の保育改革 その思想と手法 賃金と社会保
障

1308 2001.10 4～
14

粕谷美砂子 日本の現行政府家計統計における農
家家計統計の位置

ジェンダー視点からの
検討

昭和女子大学
女性文化研究
所紀要

27 2001.3 35～
49

繭・米「生産費」調査統計への女性
労働の反映（伊東瑞恵，伊藤セツと
共著）

日本家政学会
誌

52-9 2001.9 13～
21

片岡洋子 人事管理と雇用平等法制度 アメリカ人事管理にタ
イトルセブン公民権法
第七篇が与えたインパ
クト

大原社会問題
研究所雑誌

506 2001.1 17～
30

アメリカの人事考課制度 1970年代以降のホワイ
トカラーの人的資源管
理に関する影響

社会政策学会
誌

5 2001.3 239～
256

神尾京子 在宅（家内）労働ではたらく女性
（*日本婦人団体連合会編『女性白書

2001』所収）

正業＝人並みの職業と
は何か－多様な働き方
のもとで

ほるぷ出版 2001.8 118～
124

在宅ワーク，SOHOは女性の活路か 経済 76 2001.12 69～
78

上村政彦 医療保障法の展望（*日本社会保障
法学会編『講座社会保障法　第４巻』
所収）

法律文化社 2001.10 247～
265
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

亀野　淳 高齢化の進展等に伴う企業内賃金格
差についての実証分析（*日本経営
学会編『経営学の新世紀：経営学
100年の回顧と展望』所収）

千倉書房 2001.9 124～
130

最近の賃金格差の動向と変化要因に
ついての実証分析

賃金センサスを用いた
分析

北海学園大学
大学院経済学
研究科研究年
報

2 2001.3 13～
23

道内における事業所の開業による雇
用創出の現状

「事業所・企業統計調
査」を用いた推計

都市学研究
（北海道都市
学会）

38 2001.9 25～
30

河西宏祐
*日本の労働社会学 早稲田大学出

版部
2001.2 231

*電産型賃金の世界 その形成と歴史的意義 早稲田大学出
版部

2001.5 348

川東英子 日本的労使関係の源流（*三宅義子
編『日本社会とジェンダー』所収）

1920年代の近代的労働
者の創出と性別分業の
成立

明石書店 2001.12 101～
127

菊地英明 「不正受給」の社会学 生活保護をめぐるモラ
ル・パニック

社会政策研究
（東信堂）

2 2001.11 139～
162

北　明美 経済のサービス化と労使関係（*竹
中恵美子編『労働とジェンダー』所
収）

ビルメンテナンス業の
中のジェンダー構造

明石書店 2001.3 139～
168

ポスト工業化と雇用の三つの軌跡
（*エスピング・アンデルセン著　岡
沢憲芙・宮本太郎監訳『福祉資本主
義の三つの世界』所収）（共訳）

ミネルヴァ書
房

2001.6 152～
154，

203～
230

家族手当・児童手当をめぐる諸問題
（下）

大月短大論集 32 2001.3 47～
90

ジェンダー視点からみた児童手当制
度

女性労働研究
（女性労働問
題研究会編）

39 2001.1 50～
58

金　元重 「新自由主義的構造調整」に抵抗す
る韓国労働運動の現状（上）

アジア・アフ
リカ研究

41-2 2001.4 31～
47

木村保茂 *わが国における人材育成システム
の構造

企業内教育と公共職業
訓練を中心に

北海道大学教
育学部産業教
育研究室

2001.3 94

書評：李捷生著『中国「国有企業」
の経営と労使関係』

土地制度史学 70 2001.1 75～
77
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

木村保茂 テーマ別分科会「今日の人材育成問
題」座長報告

技能・訓練問題を中心
に

社会政策学会
誌

5 2001.3 115～
118

木本喜美子 女性の登用はなぜ必要か ジェンダー視角から 自治体フォー
ラム

504 2001. 17～
22

*戦後日本における家族と企業社会 一橋大学大学
院社会学研究
科総合研究プ
ロジェクト・
ディスカッシ
ョンペーパー

2001.3 1～
27

久木元真吾 情報社会と不安（*家計経済研究所
編『現代女性の生活意識と不安』所
収）

現代女性のインターネ
ットと電子メールの利
用

財務省印刷局 2001.10 132～
151

書評：斎藤貴男著『機会不平等』 季刊家計経済
研究

51 2001.7 98～
99

「消費生活に関するパネル調査」の
実施状況（溝口由己と共著）

統計 52-11 2001.11 32～
37

工藤恒夫 社会保険から社会保障へ 政策展開の歴史的背景 経済学論纂
（中央大）

40-
5.6

2001.3 497～
508

社会保障はどうつくられたか 「自助」の限界から
「生存権」保障へ

経済（新日本
出版社）

75 2001.1 95～
112

熊沢　誠 医療労働者の賃金と労使関係（*篠
田武司編著『スウェーデンの労働と
産業』所収）

ある病院の事例研究か
ら

学文社 2001.3 5 0～
78

職場と教室 進路教育 151 2001.10 22～
50

職場の性差別をめぐる論点 金融労働調査
時報

617 2001.7 4～
17

日本の労働組合と人権 職場の人権 8 2001.1 13～
26

熊沢由美 日本国憲法における「社会福祉」 現代社会文化
研究（新潟大
学大学院）

22 2001.11

栗木安延 *検証内ゲバ（いいだもも，生田あ
い，来栖宗孝，小西誠と共著）

日本社会運動史の負の
教訓

社会批評社 2001.11 188～
236

21世紀冒頭の情報技術革命 財形福祉（財
形福祉協会）

27-10 2001.10 4

30年ぶりの中国 専修大社研月
報

457.4
58

2001.8 114～
117
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

栗木安延 アメリカ合衆国社会運動の画期 情況 3-2-8 2001-10 70～
77

書評：法政大学大原社会問題研究所
編『証言　産別会議の運動』

大原社会問題
研究所雑誌

507 2001.2 61～
65

情報技術革命と人間的科学的労働 社会理論研究
（社会理論学
会）

3 2001.9 1～2

黒田慶子 地域通貨の可能性 多摩ニュータ
ウン研究（多
摩ニュータウ
ン学会）

3 2001.3 4 5～
61

地域通貨がむすぶ新しいコミュニテ
ィの性格について

社会文化研究
（社会文化学
会）

4 2001.5 88～
104

「リトルダンサー」考 女性労働研究 40 2001.7 104～
105

歩き始めたCOMO（*『チャレンジ
＆ エンジョイ－地域通貨COMO実
証実験一年間の記録』所収）

2001.11 22～
41

黒田兼一 *現代の人事労務管理（関口定一・
青山秀雄・堀龍二と共著）

八千代出版 2001.6 vii，
255

書評：渡辺峻著『キャリア人事制度
の導入と管理』

金融労働調査
時報（銀行労
働研究会）

613 2001.2 36～
37

労務管理をめぐる動向と21世紀の課
題

経済科学通信
（基礎経済科
学研究所）

96 2001.8

書評：木下武男著『日本人の賃金』 社会政策学会
誌

6 2001.10

神代和欣 *中小企業の挑戦（全国勤労者福祉
振興協会福祉資料 No.46）

グローバル化・ハイテ
ク化・高齢化への対応

全国勤労者福
祉振興協会

2001.10 1～
38

“Japaneses Public Sector Employment
（Carlo Dell’Aringa, Guiseppe Della
Rocca ＆ Berndt Keller ed.*『Strategic
Service Employment』所収）”

Lalgrove 2001. 155～
184

外国人労働力流入の自由化（中村二
朗と共著）

自由企業研究 288 2001.1 1～
24

ハイテク企業の賃金水準 総合政策研究
（中央大）

8 2001.10 23～
40
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

神代和欣 マクロ経済政策で総需要の拡大を 流通コストの引下げや
環境対策が必要

ウェムフェア 44 2001.10 8～
10

河野すみ子 「国民皆保険」の実現と国庫負担の
意義

医療・福祉研
究

12 2001.6 59～
69

河野　穣 *自動車産業における労使関係 熱い秋をはさんだ30年 第一書林 2001.3 410

小関隆志 *首都圏建設産業調査報告書（首都
圏建設産業調査委員会編　共著）

建設政策研究
所

2001.7 252

NPOとは何か（*明治大学経営学研
究会編『経営学への扉　第２版』所
収）（塚本一郎と共著）

ＮＰＯ論 白桃書房 2001.10 301～
322

書評：山岡義典編『NPO基礎講座
３』

大原社会問題
研究所雑誌

509 2001.4 54～
57

調査報告：不安定な仕事の実態 首都圏建設産業調査
連載第1回

建設政策 78 2001.7 30～
34

小谷　幸 「東京管理職ユニオン」組合員の意
識変容

日本労働社会
学会年報（日
本労働社会学
会）

12 2001.11 147～
178

「東京管理職ユニオン」の組織と活
動

活動参加を通じた組合
員の意識変容

ヒューマン・
サイエンス・
リサーチ（早
稲田大学大学
院人間科学研
究科）

10 2001.7 173～
200

小林謙一 *介護職の能力開発に関する総合的
研究

生活経済政策
研究所

2001.4 212，
xxiv

介護職員の能力開発－実情と要員 職員アンケート調査結
果

婦長主任新事
情

9/1 2001.9 32～
43

介護職員の能力開発－当面の課題 能力開発の総合的研究 婦長主任新事
情

7/15 2001.7 4～6

介護職の能力開発に関する総合的研
究

介護職員の能力開発の
ために－若干の提案

生活経済政策 12 2001.12 19～
21

伍賀一道 規制緩和と労働者・労働法制（*萬
井隆令・脇田滋と共編）

旬報社 2001.2 331

強まる不安定雇用の活用（*日本婦
人団体連合会編『女性白書2001』所
収）

ほるぶ出版 2001.8 88～
95

今日の非正規雇用問題とその背景，
取り組むべき課題

月刊全労連 57 2001.10 11～
18
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

小山秀夫 わが国の医療制度（＊新・社会福祉
学習双書編集委員会編『社会保障論』
所収）

全国社会福祉
協議会

2001.3 74～
97

高齢者の栄養をめぐる政策展開の可
能性（＊渡辺孟・武田英二編『高齢
者の食と栄養管理』所収）

建帛社 2001.5 231～
245

医療保険抜本改革と病院経営議論 東京の国保 42-2 2001.2 2～6

介護保険のケアマネジメント 第12回介護保健サービ
スの安全の質

月刊介護保険 61 2001.3 16～
19

介護保険と病院経営 神奈川県病院
協会会報

13 2001.2 13～
42

介護保険のマネジメント 第18回総合規制改革会
議報告と社会福祉法人

月刊介護保険 67 2001.9 16～
19

介護保険のマネジメント 第19回要介護度とサー
ビス提供量

月刊介護保険 68 2001.10 16～
19

介護保険のマネジメント 第20回通所系サービス
の変容

月刊介護保険 69 2001.11 16～
19

介護保険のマネジメント 第21回医療保険と整合
性の確保

月刊介護保険 70 2001.12 16～
19

看護管理病院のDON･1 病院 60-1 2001.1 64～
65

看護管理病院のDON･2 看護部長の基本的業務 病院 60-2 2001.2 154
（66）
～155
（67）

看護管理病院のDON･3 変化への対応力 病院 60-3 2001.3 252
（68）
～253
（69）

小林謙一 シルバー人材センターの社会貢献 ゆいまーる 8 2001.11 23～
25

シルバー人材センターの設立状況 月刊シルバー
人材センター

4月～
7月号

2001.4-
7

計8ペ
ージ

超高齢社会の雇用とシルバー人材セ
ンターの役割

勤労者福祉 60 2001.2 36～
39

大原526-527-08  02.9.12 13:38  ページ 136



137

社会政策学会会員研究業績一覧

著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

看護管理病院のDON･6 専門看護職と組織改革 病院 60-6 2001.8 530
（58）
～531
（59）

看護管理病院のDON･7 看護部門の組織文化 病院 60-7 2001.7 632
（64）
～633
（65）

看護管理病院のDON･8 医療事故と患者安全 病院 60-8 2001.8 720
（56）
～721
（57）

看護管理病院のDON･9 社会の変革と病院経営 病院 60-9 2001.9 784
（40）
～788
（44）

看護管理病院のDON･9 変革期の人材マネジメ
ント

病院 60-9 2001.9 816
（72）
～817
（73）

看護管理病院のDON･10 職場内ストレスマネジ
メント

病院 60-10 2001.10 898
（58）
～899
（59）

看護管理病院のDON･11 看護政策対応力 病院 60-11 2001.11 980
（60）
～981
（61）

看護管理病院のDON･12 院内看護政策力 病院 60-12 2001.12 1064
（56）
～1065
（57）

高齢者虐待を巡る諸問題（座談会） 訪問介護と看
護

16-5 2001.5 360～
369

小山秀夫 看護管理病院のDON･4 看護部長の組織管理 病院 60-4 2001.4 325
（46）
～327
（47）

看護管理病院のDON･5 マネジメント技法への
関心度

病院 60-5 2001.5 440
（64）
～441
（65）
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介護保険のマネジメント 第13回米国の在宅定額
支払制度

月刊介護保険 62 2001.4 16～
19

介護保険のマネジメント 第14回米国のメディケ
ア改革の現状

月刊介護保険 63 2001.5 20～
23

介護保険のマネジメント 第15回経営資源逐次投
入型経営の限界

月刊介護保険 64 2001.6 16～
19

負担と給付の公平の確保 月刊介護保険 65 2001.7 20～
23

第17回骨太構造改革と介護保険 月刊介護保険 66 2001.8 16～
19

特別プログラム　シンポジウム「療
養型病床群の今後を考える」

LTC 29 2001.1 40～
43

病診連携を軸にした歯科医療のあり
方

コミュニティ
と歯科医療を
つなぐ

2001.8 2～
20

訪問看護ステーションの経営診断術 多種職のスタッフを抱
え，人件費が経営を圧
迫

コミュニティ
ケア

3-1 2001.1 54～
56

訪問看護ステーションの経営診断術 件数が伸びない理由は
複雑な人間関係にあ
り？

コミュニティ
ケア

3-2 2001.2 50～
52

訪問看護ステーションの経営診断術 非常勤主体で人件費を
抑えるのは誤った方法

コミュニティ
ケア

3-5 2001.5 88～
90

訪問看護ステーションの可能性 コミュニティ
ケア

3-6 2001.5 39～
41

訪問看護ステーションの経営診断術 専門特化型の経営効率
の悪さをどうするか

コミュニティ
ケア

3-7 2001.7 86～
89

訪問介護ステーションの経営診断術 収支のバランスを判断
する目安は

コミュニティ
ケア

3-9 2001.9 76～
78

訪問介護ステーションの経営診断術 末期ガン患者向けに訪
問介護を始めたいが…

コミュニティ
ケア

3-10 2001.10 54～
57

退職金と年功序列型賃金体系の決め
方

コミュニティ
ケア

6 2001.6 78～
80

小山秀夫 高齢者施設の食事を科学する 栄養ケアとマネジメン
トの視点から

LTC 30 2001.4 13～
18

全体として及第点こえた 介護保険情報 1-1 2001.1 46～
49
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利用者の意識および家計に及ぼす影
響

介護支援専門
員

3-1 2001.1 31～
33

介護保険のケアマネジメント 第11回利用者のサービ
ス間移動

月刊介護保険 60 2001.2 18～
21

今野順夫 ホームヘルパーの労働環境と法 介護保険情報 2-6 2001.9 30～
36

福祉サービスの担い手と法的諸問題
（*日本社会保障法学会編・講座「社
会保障法」第3巻『社会福祉サービ
ス法』所収）

法律文化社 2001.10 263～
286

桜林　誠 逆差別にならない救済措置と合衆国
憲法修正と法の抜け穴（1）

のぞみ 2001.9 7

逆差別にならない救済措置と合衆国
憲法修正と法の抜け穴（2）

のぞみ 2001.10 5

逆差別にならない救済措置と合衆国
憲法修正と法の抜け穴（3）

のぞみ 2001.11 2～3

笹谷春美 階級・ジェンダー・エスニシティ再
考（*笹谷春美他編著『階級・ジェ
ンダー・エスニシティ』所収）

21世紀の社会学の視角 中央法規出版 2001.11 32～
58

家族介護と施設介護の連携に関する
研究

高齢者問題研
究（北海道高
齢者問題研究
協会）

17 2001.6 87～
105

ケアワークとジェンダーポスペクテ
ィブ

女性労働問題
研究

39 2001.1 59～
67

笹本ミナ子 *ホームヘルパーのための介護サー
ビス用語集（朝倉健太郎と共編）

アグネ承風社 2001.3 79～
83

佐藤　厚 *ホワイトカラーの世界 仕事とキャリアのスペ
クトラム

日本労働研究
機構

2001.3 vi，
280

企業別組合の機能（*日本労働研究
機構編『リーディングス日本の労働
３労働組合』所収）

労働組合の参加と発言 日本労働研究
機構

2001.3 177～
265

小山秀夫 訪問看護ステーションの経営診断術 経営上望ましい利用者
数，人件費比率の標準
とは

コミュニティ
ケア

3-11 2001.11 80～
82

訪問看護ステーションの経営診断術 競争激化で減った訪問
件数を取り戻すには

コミュニティ
ケア

3-12 2001.12 52～
53

訪問介護ステーションの経営問題 介護保険のケアマネジ
メント第10回

月刊介護保険 59 2001.1 20～
23
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佐藤　厚 雇用構造の多様化と人材ミックス
（*電機総研編『ＩＴ時代の雇用シス
テム』所収）

日本評論社 2001.12 39～
60

Non-regular workers and Labor-
Manaplant Relations

A case study of The
Electric Industry

Japan Labor
Bulletin

40-12 2001.12 7～
12

書評：佐藤博樹・石田浩・池田謙一
編『社会調査の公開データ－二次分
析への招待』

日本労働研究
雑誌（日本労
働研究機構）

491 2001.6 77～
79

変化する営業・販売システムと業績
管理

賃金実務 883 2001.6 56～
59

ホワイトカラー労働の特質と労働時
間管理，人事評価

日本労働研究
雑誌（日本労
働研究機構）

489 2001.4 46～
47

佐藤　清 フランス社会とジェンダー・バイア
ス

総合政策研究
（中央大）

8 2001.10 259～
280

フランス社会と女性 男女平等の実像 白門（中央
大）

53-6 2001.6 25～
37

佐藤　忍 年金給付の日独比較 香川大学経済
論叢

74-3 2001.12 201～
218

佐藤　進 *公的年金ハンドブック（新版） 青林書院新社 2001.2 342

*労働保障法と関連制度政策（著作
集４巻）

信山社出版 2001.4 390

*労働法と社会保障法（著作集３巻） 信山社出版 2001.6 362

*わたしたちの社会福祉法 社会福祉基礎構造とは 法律文化社 2001.11 299

21世紀グロバリゼーション下の労使
問題とその課題

労働判例 793 2001.2 2

21世紀の医療保険制度改革の現状と
課題

東京の国保
（東京国保連）

2001.9 2～6

EUの社会的保護政策（社会・労働
政策）の21世紀の動向

世界の労働
（日本 I L O協
会）

51-9 2001.9 22～
30

ILO102号条約の足跡と今後の課題 世界の労働
（日本 I L O協
会）

51-10 2001.10 16～
24
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佐藤　進 イギリスの福祉国家改革に見る社
会・労働政策

世界の労働
（日本 I L O協
会）

51-8 2001.8 52～
60

オランダ国民経済と社会･労働政策 世 界 の 労 働
（日本 I L O協
会）

51-7 2001.7 22～
30

小路行彦 構内請負業の産業・労働者特性
（*鎌田耕一編著『契約労働の研究』
所収）

多賀出版 2001.2 277～
297

構内請負業の法規制への対応
（*鎌田耕一編著『契約労働の研究』
所収）

多賀出版 2001.2 299～
320

鎮目真人 公的年金支出の法定要因 制度論アプローチによ
る計量分析

社会保障研究 37-1 2001.6 85～
99

柴田謙治 低所得と生活不安定（*半田公一編
『高齢期と社会的不平等』所収）

東京大学出版
会

2001.11 79～
91

消費社会における貧困研究の視点
（*半田公一編『高齢期と社会的不平
等』所収）

東京大学出版
会

2001.11 133～
151

柴田嘉彦 どんな「社会保障制度」を目指して
いるのか

経済 74 2001.11 73～
83

島崎晴哉 *現代労働組合論 下（ルヨ・ブレン
ターノ著　西岡幸泰と共訳）

イギリス労働組合批判 日本労働研究
機構

2001.2 483

下山房雄 書評：（香川正俊著『第３セクター
鉄道』『第３セクター鉄道と地域振
興』）

労働総研クォ
ータリー

42 2001.4 66～
68

鈴木　玲 書評：『Gibbs, Struggle and Purpose in
Postwar Japanese Unionism』

The Journal of
Asian Studies

60-4 2001.11 1186～
1188

書評：イ・ミンジン著『賃金決定制
度の韓日比較』

大原社会問題
研究所雑誌

516 2001.11 74～
78

労使関係 自動車・鉄鋼産業を中
心にして

大原社会問題
研究所雑誌

507 2001.2 11～
28

鈴木宏昌 Development of Atypical Forms of
ployment

W a s e d a
Business ＆
E c o n o m i c
Studies

36 2001. 29～
49

今日の経営・労働制度の基盤形成
（孫田良平と共著）

戦時期の賃金とその遺
産

日本労務学会
誌

3-1 2001.1 12～
20

鈴木良始 書評：*三井逸友編著『日本的生産
システムの評価と展望』

社会政策学会
誌

6 2001.10 189～
193
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鈴木良始 書評：三井逸友編著『日本的生産シ
ステムの評価と展望』

社会経済史学 67-2 2001.7 101～
103

清山洋子 データでみる佐賀の女性50年（*佐
賀県女性と生涯学習財団編『さがの
女性史』所収）

佐賀新聞社 2001.3 375～
404

現代家族と社会福祉（*木下謙治ほ
か編『家族・福祉社会学の現在』所
収）

ミネルヴァ書
房

2001.6 47～
69

関口　功 雇用形態の流動化について その必然性と方向 地域活性化ジ
ャーナル（新
潟経営大）

6 2001.9 36～
39

関口定一 *現代の人事労務管理（黒田兼一・
青山秀雄・堀龍二との共編著）

八千代出版 2001.6 73～
75，

243～
248

1920年代GE Schenectady Worksにお
けるフォアマン問題

20世紀企業の形成と現
場管理機構の再編成

商学論纂（中
央大）

42-5 2001.3 315～
349

書評：木下順著『アメリカ技能養成
と労資関係』

日本労働研究
雑誌（日本労
働研究機構）

491 2001.6 72～
75

芹沢寿良 21世紀の幕開けと労働者の連帯・団
結・共同のあり方

労働組合運動の新たな
構築をめざして

金融労働調査
時報

612 2001.1 4～9

韓国労働法制を出版物に見る 金属労働研究
（金属労働研
究所）

53 2001.9 18～
21

「小泉構造改革」による労働法制の
さらなる改悪方向

有期労働契約と派遣労
働の拡大を中心に

金属労働研究
（金属労働研
究所）

53 2001.9 59～
66

最近の労働組合大会を傍聴して 連合第7回大会埼玉労
連第13回大会

金属労働研究
（金属労働研
究所）

54 2001.11 38～
45

「日鋼労働者と主婦の青春－1954年
日鋼室蘭闘争の記録」私説日鋼室蘭
闘争史の刊行に寄せて

金属労働研究
（金属労働研
究所）

52 2001.7 23～
29

高島　進 社会福祉から見た福祉国家 社会政策学会
誌

6 2001.10 119～
127

翻訳：A．ベリマルク他『お恵みを
超えて－スウェーデンにおける連帯
と福祉国家の移行』

日本福祉大学
社会福祉論集

105 2001.8 117～
137
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高須裕彦 カンタス航空契約客室乗務員解雇撤
回闘争

闘いの経過と到達点 労働法律旬報 1516 2001.11 13～
17

高田　実 「福祉国家」の歴史から「福祉の複
合体」史へ

個と共同性の関係史を
めざして

社会政策学会
誌

6 2001.10 23～
41

Centralisation and Delegation the Old Age Pensions
Act of 1908 and Local
Authorities in Britain

九州国際大学
経営経済論集

7-3 2001.3 45～
65

The Ancient Order of Foresters
Friendly Society and the Old Age
Pensions in Early Twentieth-century
Britain

九州国際大学
経営経済論集

8-1 2001.7 99～
134

近代イギリスにおける地域・アソシ
エイション・国家

〈個と共同性の関係史〉
をめざして

九州歴史科学 29 2001.7 103～
106

高田亮爾 中小企業と大企業における雇用・賃
金構造の比較考察

商工金融 51-5 2001.5 5～
18

高橋彦博 *戦間期日本の社会研究センター
（法政大学大原社会問題研究所叢書）

大原社研と協調会 柏書房 2001.2 352

協調会の調査事業 協調会史料都
市・農村生活
調査資料集成

1 2001.9 13～
42

高林秀明 社会保障の一環としての地域福祉 その必然性と課題 広島女子大学
生活科学部紀
要

7 2001.12 183～
202

竹内敬子 「生協で働く女性・男性職員のくら
し方と働き方調査」について

生活協同組合
研究

304 2001.5 11～
18

工場法とジェンダー（*三宅義子編
著『日本社会とジェンダー』叢書現
代社会とジェンダー３所収）

1911年工場法と女性を
めぐる「仮説」の受容

明石書店 2001.12

武川正吾 *高齢社会の福祉サービス（京極高
宣と共編）

東京大学出版
会

2001.5 viii，
170

*社会政策講義（ポール・スピッカ
ー著上村泰裕，森川美絵と共訳）

福祉のテーマとアプロ
ーチ

有斐閣 2001.7 xi，
342

住環境（*平岡公一編『高齢期と社
会的不平等』所収）

東京大学出版
会

2001.11 93～
110

*福祉社会 社会政策とその考え方 有斐閣 2001.5 xiii，
309

連帯と承認をめぐる弁証法（*三重
野卓編『福祉国家の社会学』）所収

福祉国家と福祉社会の
協働のために

東信堂 2001.11 26～
43
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

武川正吾 書評：藤村正之著『福祉国家の再編
成』（書評セッション・SPSN第22回
研究会の記録）

武蔵社会学論
集（武蔵大）

3-1 2001.3 251～
285

書評：阪本俊生著『プライバシーの
ドラマトゥルギー－フィクション･
秘密･個人の神話』

社 会 学 評 論
（日本社会学
会）

52-1 2001. 166～
168

専業主婦の意識（*連合総合生活開
発研究所編『少子化社会における勤
労者の仕事観・家族観に関する調査
研究報告書』所収）

連合総合生活
開発研究所

2001.7 97～
112

武田公子 住民税と地方所得税（*関野満夫編
『地域と自治体第26集地方税財源の
改革課題』所収

自治体研究社 2001.3 45～
76

ドイツの社会保障財政（*日本財政
法学会編『社会保障と財政』所収）

社会扶助と自治体財政
を中心に

龍星出版 2001.4 74～
90

ドイツにおける自治体新会計モデル 福祉社会研究
（京都府立大）

2 2001.7 15～
27

竹中恵美子 新しい労働分析概念と社会システム
の再構築（*『労働とジェンダー』
久場嬉子と共監修，叢書『現代の経
済・社会とジェンダー』第2巻所収）

労働におけるジェンダ
ー・アプローチの現段
階

明石書店 2001.3 15～
53

立花敬雄 資本蓄積に関する一視点 社会科学研究
（徳島大）

14 2001.2 115～
128

田中重人 *吹田市民のコミュニティ・ネット
ワークに関する調査報告書（川端亮
と共編）

大阪大学大学
院人間科学研
究科社会環境
学講座先進経
験社会学研究
分野

2001.10 iv，
183

調査対象地の概要と調査の経過（*
川端亮・田中重人編『吹田市民のコ
ミュニティ・ネットワークに関する
調査報告書』所収）（松川太一と共
著）

大阪大学大学
院人間科学研
究科社会環境
学講座先進経
験社会学研究
分野

2001.10 1～
16

「家」意識の現在（*川端亮・田中重
人編『吹田市民のコミュニティ・ネ
ットワークに関する調査報告書』所
収）（井出立と共著）

老親扶養意識を中心に 大阪大学大学
院人間科学研
究科社会環境
学講座先進経
験社会学研究
分野

2001.10 82～
89
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

田中重人 意識のなかの高齢社会（*川端亮・
田中重人編『吹田市民のコミュニテ
ィ・ネットワークに関する調査報告
書』所収）（伊藤まゆと共著）

大阪大学大学
院人間科学研
究科社会環境
学講座先進経
験社会学研究
分野

2001.10 124～
132

生活時間の男女差の国際比較 日本・欧米六か国デー
タの再分析

年報人間科学
（大阪大学大
学院人間科学
研究科）

22 2001.3 17～
31

家事専従者の労働供給の可能性 家事時間量分布に基づ
く推計

日本労働研究
雑誌（日本労
働研究機構）

493 2001.8 4～14

田中洋子 *ドイツ企業社会の形成と変容 クルップ社における労
働・生活・統治

ミネルヴァ書
房

2001.12 514，
iv

「働く」ことの未来（*筑波大学大学
院社会科学研究科『日本新生の構想』
所収）

「労働の終焉」論と
「労働の未来」論をめ
ぐって

筑波大学大学
院

49～
64

書評：工藤章著『20世紀ドイツ資本
主義』

経営史学 35-4 2001.3 113～
116

書評：乗杉澄夫著『ヴィルヘルム帝
政期ドイツの労働争議と労使関係』

社会経済史学 67-1 2001.5 108～
110

玉井金五 20世紀と福祉システム 日本を中心に 社会政策学会
誌

5 2001.3 33～
48

21世紀社会政策と厚生労働省 経済学雑誌
（大阪市大）

102-
別冊

2001.4 24～
29

21世紀の大阪を見る眼 市政研究 131 2001.4 42～
49

高齢者雇用 これからの企業の対応 商工振興 618 2001.8 7～
11

書評：岩田正美著『ホームレス／現
代社会／福祉国家』

大原社会問題
研究所雑誌

512 2001.7 67～
69

二村労働史学と現代を結ぶもの 経済学雑誌
（大阪市大）

102-2 2001.9 80～
86

千田忠男 教師の労働負担（4） 労働負担の実際 評論･社会科
学

65 2001.3 173～
254

戸木田嘉久 21世紀，日本再生をめぐる政治経済
の諸問題

労働総研クォ
ータリー（労
働運動総合研
究所）

42 2001.4 2～
13
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長井偉訓 労働市場における規制緩和の現状と
課題

ヨーロッパ諸国の動向
をふまえて

経済と労働
（東京都労働
経済局）

2000-
II

2001.3 12～
27

情報ネットワーク社会の課題（*林
正樹・井上照幸・小阪隆秀編著『情
報ネットワーク経営』所収）

新たな社会経済システ
ム・企業経営像を求め
て

ミネルヴァ書
房

2001.5 265～
288

長澤紀美子 福祉領域におけるニュー・パブリッ
ク・マネジメント（その１）

英国自治体社会サービ
スにおける業績指標

新潟青陵大学
紀要

１ 2001.3 153～
169

自治体における福祉行政経営の一手
法

英国自治体社会サービ
スの業績指標を例に

TOYONAKA
ビジョン 2 2
（豊中市政研
究所）

4 2001.3 33～
42

著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

戸木田嘉久 書評：平井陽一著『三池争議』 戦後労働運動の分水嶺 大原社会問題
研究所雑誌

508 2001.3 63～
67

地域労組の役割と課題を探る その歴史と現状の解明
をとおして

労働運動（新
日本出版）

444 2001.10 98～
119

戸塚秀夫 *現代日本の労働問題（増補版）（徳
永重良と共編著）

新しいパラダイムを求
めて

ミネルヴァ書
房

2001.12 xiii，
317

*新世紀の労働運動（G・マンツィ
オス編，戸塚秀夫監訳）

アメリカの実験 緑風出版 2001.12 368

米国における生活賃金運動について
（*国際労働研究センター責任編集
『労働運動の再構築は可能か』所収）

国際労働研究
センター

2001.1 i～xi

富田義典 IT革命への一つのコメント 経済論集（佐
賀大）

別冊 2001.3 145～
149

高齢者雇用問題の一考察 佐賀大学地域
経済研究セン
ター調査研究
報告書

8 2001.3 7～
32

福祉領域における業績測定の意義と
課題

英国自治体の社会サー
ビス業績指標‘P S S
PAF’を例に

政策メッセ
2000論文集

2 2001.7 86～
93

長沢孝司 現代熟年の職場問題（*飯田哲也編
『新・人間性の危機と再生』所収）

法律文化社 2001.4 166～
187

生活第３編（*愛知労働問題研究所
編『あいちの労働と生活』所収）

愛知労働問題
研究所

2001.3 ～

モンゴル青年の生活と就労問題 日本福祉大学
社会福祉論集

105 2001.8 79～
91
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

中川　清 近代家族の形成・展開と自己変容 20世紀日本の生活経験 社会政策学会
誌

5 2001.3 49～
66

家族生活の変動と21世紀の家族 国立婦人教育
会館研究紀要

5 2001.12 1～
13

中野　聡 欧州諸国の労使関係システムと情
報・協議制度

豊橋創造大学
紀要

5 2001.2 103～
114

欧州ワークスカウンシルと多国籍企
業

情報・協議制度，コー
ポレートガバナンスと
市場経済

社会政策学会
誌

5 2001.3 219～
238

中原弘二 高齢社会と「日本型社会保障」の可
能性（*大里仁士・古川正紀編『21
世紀社会の安定化条件』所収）

九州大学出版
会

2001.3 81～
99

中村和夫 転勤をめぐる判例法理の再検討 法政研究（静
岡大）

5-3/4 2001.3 145～
166

判例研究：業務縮小と整理解雇の有
効性

法政研究（静
岡大）

6-1 2001.8 205～
219

労働関係に係わる使用者の言論の自
由と限界

労働判例 別冊 2001.8 344～
348

中村圭介 *教育行政と労使関係（東京大学社
会科学研究所研究報告書第64集）
（岡田真理子と共著）

エイデル研究
所

2001.5 17～
24，25
～132，
179～

269

永田萬享 D県における公共職業訓練の位置と
役割（*職業能力開発総合大学校能
力開発研究センター『労働者の教
育・訓練観に関する日米比較研究』
所収，調査研究報告書No.102）

職業能力開発
総合大学校能
力開発研究セ
ンター

2001.3 68～
80

テクニシャン養成の現段階 社会政策学会
誌

5 2001.3 99～
113

職業能力開発短期大学校卒業者の職
場配置と技能形成

福岡教育大学
紀要第 4分冊
（教職科編）

50 2001.2 321～
335

*Management Comparison and
Localization（Center for Japanese
Studie  University of Indonesia
Monographs in Japanese Studies
Economic Series No.3）（ co-
authored with Zaafri Ananto Husodo
and Ujuan Marihoto Hadiwijoyo

Indonesia and Japan Yayasan Obor
Indonesia:Jak
arta

2001.5 1～89，
90～
117
（co-
autho
red），
118～

240
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

南雲和夫 書評：金富子・宋連玉編著『慰安
婦・戦争性暴力の実態（1）』

女性・戦争・
人権（女性・
戦争人権学
会）

4 2001.11 168～
171

書評：前原穂積編著『検証沖縄の労
働運動』

大原社会問題
研究所雑誌

510 2001.5 61～
63

二木　立 *21世紀初頭の医療と介護 幻想の「抜本改革」を
超えて

勁草書房 2001.11 308

西成田　豊 現代日本の自由を問う 一橋論叢（一
橋大）

126-6 2001.12 16～
34

中国人強制連行に関する基本史料 UP 340 2001.2 18～
23

西村万里子 現代福祉の諸問題と現代主体 組合員研究会
報告書（協同
組合総合研究
所研究報告
書）

29 2001.9 1～
12

高齢化と政府機能の質的変化（*丸
尾直美その他編『ポスト福祉国家の
総合政策』所収）

高齢者の健康を促進す
る政策を素材として

ミネルヴァ書
房

2001.5 55～
82

中村圭介 90年代の労働組合（*連合総合生活
開発研究所編『労働組合の未来を探
る』所収）

成果と課題 連合総合生活
開発研究所

2001.5 9～
53

産別組織の機能（*連合総合生活開
発研究所編『労働組合の未来を探る』
所収）

連合結成時との比較 連合総合生活
開発研究所

2001.5 179～
342

連合の政策参加（*連合総合生活開
発研究所編『労働組合の未来を探る』
所収）（三浦まりと共著）

労基法・派遣法改正を
中心に

連合総合生活
開発研究所

2001.5 395～
497，

541～
543

思考実験「従業員代表法制」 日本労働研究
雑誌（日本労
働研究機構）

469 2001.4 4～5

Industrywide Organizations of Labor
Unions in the 1990s

Reform and Stagnation Japan Labor
Bulletin

40-6 2001.6 6～
13

IT化が労働に及ぼす影響 今後の研究に向けて 日本労働研究
雑誌（日本労
働研究機構）

498 2001.12 4～
12

中村広伸 労働争議研究の再検討 「家族ぐるみ」闘争に
おける既婚女性の着目
を通じて

日本労働社会
学年報（日本
労働社会学
会）

12 2001.11 127～
146
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

西村万里子 日英比較：医療福祉サービスと社会
保障の新展開（*『日英両国比較に
おける医療保障・福祉サービスに関
する比較研究』所収）

2001.3 37～
46

福祉国家と労働市場のレジーム（翻
訳）（*G・エスピン・アンデルセン
著岡沢憲芙，宮本太郎監訳『福祉資
本主義の三つの世界』所収）

ミネルヴァ書
房

2001.5 155～
172

野沢　浩 私用通話理由の懲戒解雇 英国のある判例からみ
て

維持会資料
（労働科学研
究所）

1602 2001.8 1～5

ジャンボ機ニアミス事故と安全工学 若干の文献紹介を中心
に

労働の科学
（労働科学研
究所）

56-6 2001.6 20～
23

調査レポート抄録（その１） 葉山の自然を守る会通
信特集号

労働の科学
（労働科学研
究所）

56-5 2001.5 62～
63

調査レポート抄録（その２） 韓国人は日本をどう見
ているか

労働の科学
（労働科学研
究所）

56-7 2001.7 54～
55

調査レポート抄録（その３） 深夜労働の現代的課題
一覧など

労働の科学
（労働科学研
究所）

56-9 2001.9 62～
63

調査レポート抄録（その４） 住宅介護支援センター
の調査研究報告書につ
いて

労働の科学
（労働科学研
究所）

56-11 2001.11 58～
59

野村正實 *知的熟練論批判 小池和男における理論
と実証

ミネルヴァ書
房

2001.10 vii，
297

*日本企業（上井喜彦と共編） 理論と実証 ミネルヴァ書
房

2001.10 xv，
227

?Pleno empleo o empleo para todos? La estructura del
mercado de trabajo
japones y el bajo
desempleo

Revista de
S o c i e d a d ,
Culura y
Politica

5-15 2001.4 113-
140

橋本健二 *階級社会日本 Japan as Class Society 青木書店 2001.5 v，
276

橋本好市 第1章　社会福祉原論，第6章　障害
者福祉論，第8章　社会福祉援助技
術論（*東京アカデミー編『社会福
祉士国家試験対策Open sesami［専
門科目］』所収）

東京アカデミ
ー

2001.8 1～
50,189
～

211,243
～263
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橋本宏子 保育所づくり運動史 戦後初期の職場保育所
づくり運動

熊本学園大学
論集「総合科
学」

7-2 2001.3 241
～
255

著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

橋本好市 第5章：児童福祉サービスの実際；
第2説：母子保健サービス，第9節：
障害児福祉サービス（*松原康雄，
山懸文治編『社会福祉士養成テキス
トブック第8巻児童福祉論』所収）

ミネルヴァ書
房

2001.5 87～
96,166
～175

畑　　隆 *自動車産業の人事・賃金と労働組
合の賃金政策（山口経済研究叢書第
29集）

C自動車の事例研究 山口大学経済
学会

2001.8 63

欧米の労働運動と社会民主主義政権
（*現代社会問題研究会編『日本資本
主義の現状と改革課題』所収）

えるむ書房 2001.12 243～
271

B自動車の事技員の人事管理 山口経済学雑
誌（山口大）

49-1 2001.1 1～7

蜂谷　隆 外国人研修制度，技能実習制度の問
題点と課題

労働法律旬報
（旬報社）

1517･
1518
（合併
号）

2001.12 124～
128

早川征一郎 2001年人事院勧告を斬る 岐路にさしかかる人事
院勧告制度

調査時報
（国公労連）

466 2001.10 15～
18

業績・成果主義賃金のねらいと問題
点

調査時報
（国公労連）

467 2001.11 12～
26

公務員制度改革を歴史的にみる 住民と自治
（自治体問題
研究所）

463 2001.11 14～
23

書評：北沢栄著『公益法人』 大原社会問題
研究所雑誌

515 2001.10 48～
51

馬場康彦 高齢者家計に見る生活・消費の実態 生活起点 39 2001.8 18～
24

板東　慧 アジア共同市場の可能性を吟味する
（*『アジア地域経済圏の可能性』産
研叢書15）（共著）

大阪産業大学
産業研究所

2001.3 1～
21,123

現代組合員の政治意識とその構造 組合員政治意識共同調
査報告

国際経済労働
研究（国際経
済労働研究
所）

増刊 2001.5 1～
64

座談会「組合員の政治意識」笹森
清・中村恵子・前川朋久と

国際経済労働
研究（国際経
済労働研究所）

増刊 2001.5 65～
94
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

板東　慧 新世紀初頭政界展望 「森降ろし」にうつつ
を抜かし過ぎていない
か

国際経済労働
研究（国際経
済労働研究
所）

907 2001.2 4～7

兵頭淳史 書評：平井陽一著『三池争議　戦後
労働運動の分水嶺』

労働の科学
（労働科学研
究所）

56-3 2001.3 62～
63

久野国夫 グローバル化する日本の対外生産と
アジア経済圏（*矢田俊文・川波洋
一・辻雅男・石田修編『グローバル
経済下の地域構造』所収）

九州大学出版
会

2001.3 43～
62

日野秀逸 医療情報開示に関わる歴史的・国際
的視点の提示

九州法学会会
報

2001.10 45～
46

看護労働の「内側」と「外側」を考
える

月刊国民医療 173 2001.10 13～
18

書評：瀧澤利行著『健康文化論』 日本医史学雑
誌

47-4 2001.12 863～
865

*スウェーデン福祉国家の再生と協
同組合の役割

日本生協連医
療部会

2001.7 1～
120

*ソ連・東欧の保健・医療（マイケ
ル・ケーザー著）（翻訳）

イギリスの統計学者に
よる比較研究

本の泉社 2001.7 1～
350

保健・医療・福祉の公共性と医療生
協の役割

医療生協リポ
ート

43 2001.7 49～
79

平尾智隆 労働市場の展開と職業能力開発 「日本型リカレント・
モデル」仮説

立命館経済学
（立命館大学
経済学会）

49-6 2001.2 86～
100

職業能力開発システムとしてのリカ
レント教育

社会人への経済学教育 経済学教育
（経済学教育
学会年報）

20 2001.4 31～
36

平沼　高 シートメタル訓練センターにおける
徒弟制度

経営論集（明
治大）

48-
3/4

2001.3 63～
80

日本の熟練形成とその継承 経済（新日本
出版社）

73 2001.10 60～
71

廣重準四郎 19世紀末イギリスにおける救貧法解
釈の一局面

‘right to relief’の存立
をめぐって

福井工業高等
専門学校研究
紀要　人文・
社会科学

35 2001.11 1～
10

深澤　敦 20世紀の世界的経験の総括と21世紀
への転換

社会政策学会
誌

6 2001.10 161～
168
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

深澤　敦 グラムシと「全体主義的な社会の構
想者」

フランスにおける近年
の研究との関連で

季刊唯物論研
究

77 2001.8 23～
29

福澤直樹 戦後西ドイツにおける社会保険改革
と社会民主党の社会政策論　上

経済科学（名
古屋大）

49-3 2001.12 13～
28

福田義孝 事典項目：賃金，未組織労働者，労
働組合（*部落解放・人権研究所編
『部落問題・人権事典』所収）

部落解放人権
研究所（解放
出版社）

2001.1 693,101
0,1092
～1093

藤井史朗 長野県の地域社会形成と産業的特質 調査と社会分
析（札幌学院
大学人文学部
社会調査室）

4 2001.10 149～
157

太田市の中堅・中小製造業企業の地
域社会的特質と経営志向

調査と社会分
析（札幌学院
大学人文学部
社会調査室）

4 2001.10 362～
374

不況・グローバリゼーション下の機
械工業企業の経営動向

長野県・丸子町の事例 調査と社会分
析（札幌学院
大学人文学部
社会調査室）

4 2001.10 407～
419

「地域の情報化についてのアンケー
ト」の分析１（*『学校教育と地域
の情報化に関するアンケート調査報
告書』所収）

データ解析とその結果 東海情報通信
懇談会，地域
情報部会

2001.3 25～
49

*大都市の卸小売業の現在と未来
（佐々木隆爾・世田谷自治問題研究
所と共編）

若者のあふれる世田
谷・下北沢商店街の分
析

こうち書房 2001.1 12～
15,64
～77

藤井伸生 保育の民営化推進論をどう考えるか
（*大阪自治体問題研究所編『自治が
輝くまち』所収）

自治体研究社 2001.10 81～
91

藤井良治 医療保険改革にむけて 社会保険（全
国社会保険協
会連合会）

612 2001.7 6～
12

医療保険抜本改革の課題と展望 週刊社会保障
（法研）

2134 2001.5 18～
21

公的年金財政とその破綻 千葉大学経済
研究

16-3 2001.12 1～
34

フランス社会保障研究の現在 大原社会問題
研究所雑誌

517 2001.12 30～
45

フランスの医療保険，現状と改革の
模索

国民健康保険 52-4 2001.4 8～
11
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

藤原千沙 福祉の市場化と介護サービスの供給
に関する考察

アルテス リ
ベラレス（岩
手大学人文社
会科学部紀
要）

68 2001.6 111～
137

ひとり親世帯その労働と福祉 職場の人権 12 2001.9 20～
35

古橋エツ子 介護保障法の展望（*社会保障法学
会編『講座社会保障法第4巻医療保
障法・介護保障法』所収）

法律文化社 2001.10 266～
282

家族介護人への介護評価と社会保障 週刊社会保障
（法研）

2142 2001.7 24～
27

子どもと法（*抱喜久雄編『新・初
めての法学』所収）

法律文化社 2001.4 62～
73

介護と扶養（*抱喜久雄編『新・初
めての法学』所収）

法律文化社 2001.4 134～
145

社会保障に関する法制度の連動とそ
の意義（*丸尾直美・益村眞知子・
吉田雅彦・飯島大邦編『ポスト福祉
国家の総合政策』所収）

ミネルヴァ書
房

2001.5 121～
137

書評：目黒依子・矢澤澄子編『少子
化時代のジェンダーと母親意識』

国際女性 15 2001.12 134～
135

星　真実 国民年金の国庫負担問題に関する一
考察

社会保障の財源構成
（調達）の在り方を基
点として

賃金と社会保
障

1306 2001.9 30～
47

堀　龍二 就業管理と労働時間（*黒田兼一他
著『現代の人事労務管理』所収）

八千代出版 2001.6 127～
161

資料「事実調査委員会」に提出され
たグッドイヤー社の報告書（1935年
11月）

経済学論集
（駒沢大）

32-
2/3/4

2001.3 277～
315

人的資源の能力開発（*黒田兼一他
著『現代の人事労務管理』所収）

八千代出版 2001.6 163～
193

本間照光 公的介護保険と社会的介護（*小原
信・神長勲編『日本の福祉』所収）

以文社 2001.7 141～
163

資料「他人の生命の保険契約」の沿
革

一貫する「被保険利
益」

青山経済論集
（青山学院大）

52-4 2001.3 287～
316

日本商法「他人の生命の保険契約」
の系譜

「利益主義」を包摂す
る「同意主義」

青山経済論集
（青山学院大）

52-4 2001.3 19～
57
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

本間照光 保険経営の責任と義務の履行が問わ
れる時

原理，原則に立ち返る インシュアラ
ンス・損保版
（保険研究所）

3927 2001.1 10～
12

保障と矛盾の集中としての共済事業 求められる協同組合保
険論の復権

生活協同組合
研究（生協総
合研究所）

307 2001.8 11～
17

前島　巖 ドイツ・オランダの雇用・労働市場
の状況と日本

勤労者福祉
（全国勤労者
福祉振興協
会）

60 2001.2 12～
15

牧野富夫 失業・雇用不安を拡大する「構造改
革」

経済（新日本
出版社）

74 2001.11 33～
40

全国一律最低賃金制と地域別最低賃
金

労働運動（新
日本出版）

439 2001.4 106～
115

日経連「労働問題研究委員会報告」
批判

労働運動（新
日本出版）

438 2001.3 186～
195

松尾孝一 戦後日本のホワイトカラー労働組合
主義の特質と展開　１

青山経済論集
（青山学院大）

52-4 2001.3 143～
171

戦後日本のホワイトカラー労働組合
主義の特質と展開　２

自治体職員組合の事例
を中心に

青山経済論集
（青山学院大）

53-1 2001.6 1～
32

松溪憲雄 権力構造における分配体制（翻訳）
（*G・エスピン・アンデルセン著
岡沢憲芙・宮本太郎監訳『福祉資本
主義の三つの世界』所収）

ミネルヴァ書
房

2001.6 113～
149

ポスト工業化構造の下における福祉
国家レジーム（翻訳）（*G・エスピ
ン・アンデルセン著　岡沢憲芙・宮
本太郎監訳『福祉資本主義の三つの
世界』所収）

ミネルヴァ書
房

2001.6 232～
241

松田亮三 「高齢者介護」の政治経済学 はじめに 日本医療経済
学会会報

20-1 2001.7 2～4

途上国における小保険の構築と保健
協同組合づくり

フェクト・ネパールの
取り組みについて

日本医療経済
学会会報

21-1 2001.7 79～
98

世紀末日本で「社会と健康」を研究
する

月刊国民医療 164 2001.1 10～
11

高齢者医療費の「問題」と医療の妥
当性・効率性

文化連情報 280 2001.7 8～
13

健康街づくりコンサルタント 自治体の健康プラン作
成に関わった経験から

健康福祉政策
情報

11 2001.7 5～6
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

松村文人 アンケート調査に見る高齢期の働き
方（組合員調査）（*『中部産政研高
齢化時代への労使の対応』所収）

中部産政研 2001.3 66～
82

第一汽車の雇用・賃金管理（*塩見
治人編著『移行期の中国自動車産業』
所収）

日本経済評論
社

2001.4 123
～
148

労働調査研究の現在－1998～2000年
の業績を通じて（守島基博，柴田裕
道と共著）

日本労働研究
雑誌（日本労
働研究機構）

43-
2/3

2001.3 2～
38

わが国における雇用環境の現状と将
来展望

産業ストレス
学会

8-3 2001.10 101～
105

真屋尚生 *日英両国における医療保障・福祉
サービスに関する比較研究

（科学研究費補助金
（基盤研究B（2））研究
成果報告書）

日本大学商学
部

2001.3 175

*JA共済における高齢社会対応に関
する調査研究報告書

全国共済農業
協同組合連合
会

2001.3 219,
105

*社会保障論（共編） 全国社会福祉
協議会

2001.3 230

*社会保障論（共著） ミネルヴァ書
房

2001.4 254

Evaluating Health and Social Care
Policy in Japan

The Study
Business and
Industry

17 2001.3 15～
18

21世紀における社会保障の課題 社会保障 2130 2001.4 24～
27

イギリスにおける介護サービスの現
状と課題

総科研ニュー
ス

33 2001.6 20～
24

イギリスのコミュニティ・ケア　上
（共著）

介護サービスの現状と
課題

介護情報 17 2001.8 30～
35

イギリスのコミュニティ・ケア　下
（共著）

介護サービスの現状と
課題

介護情報 18 2001.9 60～
65

三富紀敬 21世紀SHIZUOKAへの提言：高齢化 SERI 454 2001.9 22～
23

イギリス最低生活費の算定と制度要
求

季刊労働総研 43 2001.6 46～
48

イギリスの在宅介護者関係文献一覧
（9）

経済研究 5-4 2001.3 137～
152
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三富紀敬 イギリスの在宅介護者関係文献一覧
（10）

経済研究 6-1 2001.7 99～
110

イギリスの在宅介護者関係文献一覧
（11）

経済研究 6-2 2001.10 79～
88

イギリスの在宅介護者関係文献一覧
（12）

経済研究 6-3 2001.12 79～
103

イギリスの在宅介護者と権利保障 総合社会福祉
研究

18 2001.3 149～
157

書評：岩井浩他編著『現代の労働・
生活と統計』

大原社会問題
研究所雑誌

507 2001.2 59～
61

フランスとスウェーデンの生活時間
比較

季刊労働総研 44 2001.10 33～
35

嶺　　学 *高齢者の在宅ケア－一歩を進める
ために　その６

在宅ターミナルケア 大原社会問題
研究所

2001.2 ii,175

高齢者のターミナルケアの展開と課
題

法政大学多摩地
域社会研究セン
ター研究年報

5 2001.3 1～25

三宅明正 *歴史の中の差別（山田賢と共編著） 日本経済評論
社

2001.6 248

戦後期日本の労働史研究 大原社会問題
研究所雑誌

510 2001.5 17～
30

「第三国人」ということば 評論 125 2001.6 1～3

宮島尚史 「過労（病）死」認定の「新方針」 紹介と批判 労働法律旬報 1517/
1518

2001.12
上・下旬

78～
79

法体制大変革政策（過程）における
労働と生存の基本権

法学会雑誌
（学習院大）

36-2 2001.3 33～
74

労働者権の新法構造 新実体・手続法批判 法学会雑誌
（学習院大）

37-1 2001.9 45～
99

大変革「新体制」における労働者の
基本権と運動

社会主義 459 2001.4 67～
78

宮本　悟 書評：都留民子著『フランスの貧困
と社会保護』

社会保障法
（日本社会保
障法学会）

16 2001.5 220～
224

資料：社会保障運動（*法政大学大
原社会問題研究所編『日本労働年鑑
第71集』所収）

旬報社 2001.6 280～
288
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著　者 標　　　題 副　標　題 出版者（誌名） 出版年月 頁巻号

宮本　悟 ミッテラン政権下における社会保障
政策

家族手当制度への「一
般化社会出資金」導入
問題を中心に

専修経済学論
集（専修大学
経済学会）

36-1 2001.7 153～
186

幸　光善 *現代企業労働の研究 技術発展と労働・管理
の視点を中心に

法律文化社 2001.11 xi,41
9

村上英吾 日雇い労働者の高齢化と移住労働者
への代替過程

Shelter - less
（野宿者人権
資料センタ
ー）

9 2001.3 23～
31

1990年代における中小企業の外国人
研修制度活用実態

産業別受け入れ状況と
研修制の「女性化」

比較経済研究
所ワーキング
ペーパー（法
政大学）

101 2001.9 36

書評　竹中恵美子編著『労働とジェ
ンダー』

家計経済研究
（家計経済研
究所）

52 2001.10 68～
69

低賃金女性労働力の調達機構として
の外国人研修制度

季刊ピープル
ズ・プラン
（ ピ ー プ ル
ズ・プラン研
究所）

16 2001.10 96～
102

室住眞麻子 書評：松村祥子著『現代生活論－新
しい生活スタイルと生活支援－』

生活経営学研
究

36 2001 67～
68

ジェンダーと貧困における家計分析
の可能性

帝塚山学院大
学人間文化部
研究年報

3 2001 53～
73

森　建資 戦時イギリスにおける農業政策と労
働政策（2）

経済学論集
（東京大）

66-4 2001.1 58～
101

戦時イギリスにおける農業政策と労
働政策（3）

経済学論集
（東京大）

67-3 2001.10 99～
138

森　廣正 International labor migration The Japanese experience Journal of
international
e c o n o m i c
studies（法政
大）

15 2001.12 1～9

外国人労働者（*法政大学大原社会
問題研究所編『2001年版日本労働年
鑑　第71集』所収）

旬報社 2001.6 97～
104

森川美絵 介護における「現金支払い」をめぐ
る消費者主導とジェンダー

アメリカの事例から 社会福祉学 42-1 2001.8 114～
124
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森川美絵 地域福祉における「地域市場」指向
の住民参加を支えるネットワーク

熊本県阿蘇郡A町の調
査から

人文学報 319
（社会
福祉
学17）

2001.3 99～
120

*社会政策講義（ポール・スピッカ
ー著　武川正吾・上村泰裕と共訳）

福祉のテーマとアプロ
ーチ

有斐閣 2001.7 342

山垣真浩 日本型《労働組合主義》労組の経営
参加とその限界

社会政策学会
誌

5 2001.3 199～
218

山�　清 *社会形成体と生活保障 社会評論社 2001.7 309

山下袈裟男 *在宅ケア論 地域で暮すための居宅
支援システムの構築と
展開

みらい 2001.4 235

*田辺寿利著作集第５巻（小林幸一
郎，藤木三千人と共編著）

論攷・随想 未来社 2001.11 365

山田信行 FTZ問題と沖縄 「中核性」と「周辺性」
との相剋

東京社会学 14 2001.3 133～
157

グローバリゼーションと「国民社
会」

労使関係は収斂するか 社会学評論 52-2 2001.9 122～
137

*日本におけるインフォーマル化の
展開

下請制の形成と発展に
ついての調査研究

科学研究費・
基盤研究（C）
（2）研究成果
報告書

2001.2 114

山本　潔 *産業労働研究の周辺 私家版 2001.10 282

山本興治 改正港湾労働法による「センター常
用」の派遣制度廃止問題（上）

いわゆる「共同雇用」
理念の史的考察を中心
に

下関市立大学
論集

45-1 2001.5 45～
55

改正港湾労働法による「センター常
用」の派遣制度廃止問題（下）

いわゆる「共同雇用」
理念の史的考察を中心
に

下関市立大学
論集

45-2 2001.9 35～
40

山森　亮 必要と公共圏 思想（岩波書
店）

925 2001.6 49～
63

柚木理子 ワークシェアリングとジェンダー
（*竹中恵美子編『労働とジェンダー』
所収）

ドイツにおける1970年
代終わりの議論を中心
に

明石書店 2001.3 191～
216

「時短先進国」ドイツにおける雇用
の再編

1960年代から1980年代
のDGBの政策を中心に

川村学園女子
大学研究紀要

12-3 2001.3 131～
153
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湯本　誠 泡盛製造業の歴史的展開と存立条件 調査と社会分
析（札幌学院
大学人文学部
社会調査室）

4 2001.10 290～
324

外国人労働者の職場生活（*小内
透・酒井恵真編著『日系ブラジル人
の定住化と地域社会』所収）

御茶の水書房 2001.10 133～
148

企業による外国人雇用の構造と論理
（*小内透・酒井恵真編著『日系ブラ
ジル人の定住化と地域社会』所収）

御茶の水書房 2001.10 49～
98

*日本型能力主義と「中高年」の苦
悩

自殺の急増とその背景
を中心に

2001.12 33～
49

横山寿一 介護保険と構造改革（*伊藤周平監
修『介護保険を告発する』所収）

萌文社 2001.9 10～
22

介護保険制度について（*自治労
連・地方自治問題研究機構編『地域
介護調査からみた高齢者の実像』所
収）

「高齢者介護に関する
住民生活調査」報告書

萌文社 2001.11 49～
54

*高齢化時代の社会経済システムと
郵政事業

平成11年度北陸郵政局
委託研究

北陸郵政局 2001.1 1～
61

解説（*阿部敦編『外国人住民の生
活相談とボランティア』所収）

ぎょうせい 2001.9 93～
98

有識者会議「21世紀に向けての社会
保障」を斬る

季刊社会保障
（中央社会保
障推進協議
会）

374 2001.1 48～
50

介護保険をめぐる全国状況と改善課
題

Information Service 自治労連・地
方自治問題研
究機構

12 2001.1 1～9

石川県における福祉ビジネスと福祉
NPO活動の比較に関する調査報告書
（共著）

北経調研究
（北陸経済調
査会）

83 2001.3 1～
5,18～
21,64
～67

介護保険と自治体問題 季刊・自治と
分権（地方自
治問題研究機
構）

3 2001.4 46～
53

「選択」の自由の実態と社会福祉の
変質

ゆたかなくら
し（全国老人
福祉問題研究
会）

230 2001.4 12～
14
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横山寿一 知っておきたいキーワード「福祉の
市場化・営利化」「福祉財源と福祉
目的税」

福祉のひろば
（総合社会福
祉研究所）

2001.4 28～
31

新自由主義と国民医療費 月刊保団連
（全国保険医
団体連合会）

707 2001.5 12～
15

介護保険施行1年の現実と改革課題 医療・福祉研
究（医療・福
祉問題研究
会）

12 2001.6 5～
13

動き出した介護保険とその課題 労働者福祉研
究（日本労働
者福祉研究協
会）

51 2001.6 138～
158

座談会：福祉・医療の市場化はどこ
に着地するか（共著）

賃金と社会保
障（旬報社）

1229-
1300

2001.6 4～
37

介護保険の供給構造と介護保障の課
題

日本医療経済
学会会報（日
本医療経済学
会）

63 2001.7 33～
43

営利企業による医療機関の経営はな
ぜ認められないか

診療研究（東
京保険医協
会）

370 2001.8 5～
14

社会保障と国民経済 ポリティーク
（旬報社）

2 2001.9 36～
53

医療の「民活化」にみる「改革」の
構図

経済（新日本
出版社）

75 2001.12 73～
82

横山隆作 *イタリア労働運動の生成（1892～
1911年）

学文社 2001.3 ix，
260

吉田しおり 社会福祉　動向と課題（*健康保険
組合連合会編『社会保障年鑑』所
収）

東洋経済新報
社

2001.6 87～
90

吉田　誠 「実験」の終焉？ 横浜市立大学
論叢（社会科
学系列）

52-2 2001.2 75～
81

吉村臨兵 建設産業における労務下請と自営的
就業の傾向（*鎌田耕一編著『契約
労働の研究』所収）

多賀出版 2001.2 193～
230

依光正哲 外国人労働者問題と日本の雇用（*
連合総合生活開発研究所編『雇用戦
略』所収）

連合総合生活
開発研究所

2001.12 156～
173
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依光正哲 人口減少社会における経済と雇用の
展望（*連合総合生活開発研究所編
『雇用戦略』所収）

連合総合生活
開発研究所

2001.12 45～
60

劉　暁梅 第21章　各国の医療福祉の動向　中
国（*『WIBA2001年版』所収）

保健＋医療＋福祉の現
代用語

日本医療企画 2001.3 651～
652

中国の新年金制度 その仕組みと特徴 賃金と社会保
障（旬報社）

1312 2001.12 54～
67

中国の年金制度の課題と展望 中国経済 426 2001.6 38～
53

*中国は大丈夫か？社会保障制度の
ゆくえ（中国研究所編）

創土社 2001.3 31～
88

若林幸男 三井物産総合商社化の先駆者達 明大商学論叢
（明治大学商
学研究所）

83-1 2001.1 201～
230

日清戦後「東京商業会議所月報」の
分析

明大商学論叢
（明治大学商
学研究所）

83-3 2001.3 162～
182

使い走りの研究 明大商学論叢
（明治大学商
学研究所）

83-4 2001.3 187～
201

脇坂　明 はじめに・大卒女性の現状と雇用管
理の変化－コース別人事制度とファ
ミフレ」（*脇坂明・富田安信編『大
卒女性の働き方』所収）

日本労働研究
機構

2001.3 i～
viii，

1～20

大卒専業主婦は何をしているのか
（*脇坂明・富田安信編『大卒女性の
働き方』所収）

日本労働研究
機構

2001.3 173～
194

ファミリーフレンドリー企業と男女
の雇用機会均等（*佐野陽子・嶋根
政充・志野澄人編『ジェンダー・マ
ネジメント』所収）

東洋経済新報
社

2001.5 115～
139

仕事と家庭の両立支援制度の分析
（*猪木武徳・大竹文雄編『雇用政策
の経済分析』所収）

東京大学出版
会

2001.7 195～
222

鷲谷　徹 雇用危機の時代における雇用創出の
可能性

労働科学 77-1 2001.1 1～6

グローバリゼーションと雇用環境の
変化

中央評論（中
央大）

238 2001.12 46～
51
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渡辺　満 はしがき，3章医師・患者関係の現
在（*『現代医療問題の総合的研究
平成10年度～12年度科学研究費補助
金[基盤研究B（2）]研究成果報告書』
所収）

2001.3 1～
4,44～

66

渡部恒夫 社会立法（社会政策立法）の本質に
はブルジョア的階級性があるという
命題とそれを大衆が獲得すべきだと
の命題は矛盾しないか（1）

エス・カツネリソン著
「『資本論』における資
本主義的労働法の根本
問題」の神髄と限界

鹿児島経済論
集（鹿児島国
際大）

41-4 2001.3 309～
335

社会立法（社会政策立法）の本質に
はブルジョア的階級性があるという
命題とそれを大衆が獲得すべきだと
の命題は矛盾しないか（2）

エス・カツネリソン著
「『資本論』における資
本主義的労働法の根本
問題」の神髄と限界

鹿児島経済論
集（鹿児島国
際大）

42-1 2001.6 17～
43

福祉国家論についての蘇勁氏の解剖
と分析（1）

鹿児島経済論
集（鹿児島国
際大）

42-1 2001.6 45～
65

社会政策と社会福祉の根本問題 エス・カツネリソンの
所説の研討

二十一世紀産
業経営管理国
際学術研討会
学術論文集
（台湾・国立
高雄応用科技
大学）

2001.11 32～
33,158
～159

社会立法（社会政策立法）の本質に
はブルジョア的階級性があるという
命題とそれを大衆が獲得すべきだと
の命題は矛盾しないか（3）

エス・カツネリソン著
「『資本論』における資
本主義的労働法の根本
問題」の神髄と限界

鹿児島経済論
集（鹿児島国
際大）

42-2 2001.12 199～
218

福祉国家論についての蘇勁氏の解剖
と分析（2）

鹿児島経済論
集（鹿児島国
際大）

42-2 2001.12 219～
239

中国・日本・デンマークの社会政
策・社会福祉理論の奇跡的一致
（*鹿児島国際大学地域総合研究所編
『日中の経済・社会・文化―共通と
差異／歴史から未来へ―』所収）

蘇勁（スージン）説を
中心に

日本経済評論
社

2001.12 189～
225
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